
事 務 連 絡 

平 成 ２ ９ 年 ２ 月 １ 日 

 

各都道府県認定こども園施設整備交付金 担当課 御中 

 

文部科学省初等中等教育局幼児教育課振興係 

 

 

平成 29 年度認定こども園施設整備交付金の事業募集等（予定）について 

 

 

幼児教育の振興につきましては、日頃より御尽力いただき、厚くお礼申し上

げます。 

 平成 29 年度認定こども園施設整備交付金の事業募集等（予定）について、下

記のとおりお知らせいたします。各都道府県においては、事業の着手時期等を

踏まえ、事業申請ができるよう準備ください。また、各都道府県においては、

本事務連絡について、貴管内市町村に周知願います。 

 

記 

 

１．認定こども園施設整備交付金の事業募集等（案）について 

① 平成 29 年 ２月上旬：事業募集開始  平成 29 年 ４月上旬：内示 

② 平成 29 年 ４月上旬：事業募集開始  平成 29 年 ６月上旬：内示 

③ 平成 29 年 ６月上旬：事業募集開始  平成 29 年 ８月上旬：内示 

④ 平成 29 年 ８月上旬：事業募集開始  平成 29 年 10 月上旬：内示 

⑤ 平成 29 年 10 月上旬：事業募集開始  平成 29 年 12 月上旬：内示 

※①の募集については、4月、5月の早期着手事業を対象とする予定です。 

 

２．所要額調査について 

 各事業募集に当たっては、平成 29 年度の所要額全体を事前に把握するため、

申請事業のほか、次回以降の事業募集に申請を予定している事業についてもあ

わせて調査しますので、申請予定事業の把握を引き続きお願いいたします。 

 

 

【本件お問合せ先】 
文部科学省初等中等教育局 
幼児教育課振興係 小宮山・岸田 
電 話：０３－５２５３－４１１１（内２３７４） 
    ０３－６７３４－２３７４（直通） 
メール：youji@mext.go.jp 



〇実支出予定額算定表

総事業費
（幼稚園部

総事業費
（保育所部

対象経費　
☆ 本体工事費

ⅰ工事費
☆ ⅱ特殊付帯工事費

ⅲ外構工事費（防犯対策に限る。）
ⅳ工事事務費（ⅰ～ⅲの合計の2.6%が上限）

うち設計監理料
うちその他工事事務費

☆ 実施設計費等
耐震診断費
開設準備にかかる備品費等
土地賃借料（敷金を除き礼金を含む。）
定期借地権設定のための一時金
地域の余裕スペース加算（事業費には含めず。）

☆ 解体工事費
解体工事費
工事事務費（解体工事費の2.6%が上限）

☆ 仮設施設整備工事費
仮設整備費
工事事務費（仮設整備費の2.6%が上限）

対象外経費（外構など）
※赤字部分は、保育所等整備交付金のみ対象となる経費。

・案分方法の考え方：（例：定員案分、面積案分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

・工事にかかる定員数、考え方（　　　　　 ）

認定こども園の場合記入
総事業費

実支出予定額
（幼稚園部

分）

基準額
（幼稚園部

分）

※Excel表を発出
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